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問1 日本国憲法第28条では、労働者が労働条件の維持や改善を目指して、労働組合などの団体を組織する権利を保障しています。
この権利を何といいますか。 （2014年　愛媛公立入試　類似）

1.  団結権 2.  団体交渉権 3.  団体行動権 4.  参政権

問2 日本国憲法において、すべて国民が人種、信条、性別、社会的身分または門地によって、政治的、経済的または社会的関係に
おいて差別されないことを定めている原則はどれか。 （2017年　北海道公立入試　類似）

1.  法の下の平等 2.  個人の尊重 3.  基本的人権の尊重 4.  思想・良心の自由

問3 日本国憲法第25条で保障されている生存権に関する記述として、最も適切なものはどれか。 （2022年　兵庫公立入試　類似）

1.  国が社会福祉、社会保障及び公
衆衛生の向上及び増進に努めるべ
き義務を定めている。

2.  不当な拘束を受けないよう、個
人の身体の自由を最大限に尊重す
ることを定めている。

3.  人種や信条、性別によって政治
的、経済的、社会的な差別を受け
ないことを定めている。

4.  公務員を選定し、またはこれを
罷免することが国民固有の権利で
あることを定めている。

問4 社会全体の利益を適切かつ慎重に判断し、個人の人権に制限をかける「公共の福祉」の考え方として、最も適切な説明はどれ
ですか。 （2016年　岩手県公立入試　類似）

1.  他人の人権を侵害したり社会全
体の利益を損なったりしないよ
う、人権と人権のぶつかり合いを
調整する。

2.  国家の運営をスムーズにするた
めに、政府が国民の自由をいつで
も停止できるようにする。

3.  一部の強力な権限を持つ個人
が、多数派の利益のために少数派
の権利を制限する。

4.  犯罪を未然に防ぐという目的が
あれば、どのような手段で人権を
制限してもよいとする。

問5 自由権を「精神の自由」「経済活動の自由」「身体の自由」の3つの系統に分類したとき、身体の自由を保障するために憲法が
具体的に規定している内容として、最も適切なものはどれですか。 （2023年　福井公立入試　類似）

1.  現行犯を除き、裁判官が発する
令状がなければ逮捕されないこと

2.  思想や信条、宗教的な活動を国
家に妨げられないこと

3.  居住地を自由に選び、職業を自
由に選択できること

4.  公共の福祉に反しない限り、財
産権の行使が認められること

問6 日本国憲法第14条では、「すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治的、
経済的又は社会的関係において、差別されない」と規定されています。この条文に示された、すべての人を等しく扱うという
原則を何といいますか。 （2019年　秋田県公立入試　類似）

1.  法の下の平等 2.  自由権 3.  社会権 4.  生存権

問7 行政機関が持つ情報の開示を義務づける「情報公開法」が制定された背景や目的として、最も適切な説明を選びなさい。 （2024

年　愛知公立入試　類似）

1.  行政機関がその活動について国
民への説明責任を果たし、公正で
民主的な政治を実現するため

2.  企業が顧客の氏名や住所などの
情報を適切に管理し、外部への漏
洩を防ぐ義務を課すため

3.  公務員が業務上知り得た国家の
重要な機密を、外部に漏らすこと
を防ぎ安全保障を強化するため

4.  インターネット上の誹謗中傷や
差別的な表現から、個人のプライ
バシーを守る権利を確立するため

問8 日本国憲法第14条が定める「法の下の平等」の考え方に基づき、政治的関係において不平等が生じているとして、国政選挙な
どの際に是正が求められる課題はどれですか。 （2026年　鹿児島公立入試　類似）

1.  一票の格差 2.  政党助成金の配分 3.  選挙運動の期間制限 4.  被選挙権の年齢制限

問9 新しい人権の一つである「環境権」と、その具体的な内容や関連する権利の組み合わせとして最も適切なものはどれですか。
（2018年　山形県公立入試　類似）

1.  環境権 ― 快適な生活環境を求
める権利としての日照権

2.  環境権 ― 自分の情報をコント
ロールする権利としての肖像権

3.  環境権 ― 政治への参加を求め
る権利としての参政権

4.  環境権 ― 報道機関に反論を求
める権利としてのアクセス権

問10 日本国憲法第14条に規定されている「法の下の平等」に関連し、憲法が明記している「差別してはならない理由」の組み合わ
せとして正しいものはどれですか。 （2019年　秋田県公立入試　類似）

1.  人種、信条、性別、社会的身
分、門地

2.  年齢、学歴、職業、国籍、住所 3.  思想、良心、言論、出版、結社 4.  教育、勤労、納税、私有財産、
家族
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
団結権

個々の労働者は雇用主に対して立場が弱いため、組織（労働組合）を作ることで対等な立場を確保
できるよう、日本国憲法でこの権利が認められています。団体交渉権、団体行動権（争議権）と合
わせて「労働三権」と呼ばれます。

問2 答え 1
法の下の平等

問題文にある内容は憲法第14条の規定であり、これを「法の下の平等」という。「個人の尊重」は
憲法第13条の内容であり、「基本的人権の尊重」は憲法の三大原則の一つとして全体を貫く理念で
あるため、第14条が直接示す原則名としては「法の下の平等」が正しい。

問3 答え 1
国が社会福祉、社会保障及び公衆衛生の
向上及び増進に努めるべき義務を定めて
いる。

憲法第25条は2つの項から成り、第1項で国民の生存権を宣言し、第2項ではその権利を実現するた
めに国が社会福祉や社会保障、公衆衛生の向上・増進に努めるべきであるという努力義務を規定し
ている。これにより、現代国家は国民の生活を支える福祉国家としての役割を期待されている。

問4 答え 1
他人の人権を侵害したり社会全体の利益
を損なったりしないよう、人権と人権の
ぶつかり合いを調整する。

公共の福祉は、個人の人権を不当に奪うための道具ではなく、あくまで「人権と人権の衝突」を解
決するための調整原理です。したがって、制限は必要最小限であるべきであり、社会全体の利益
（他者の人権の集合体）を考慮して慎重に判断される必要があります。

問5 答え 1
現行犯を除き、裁判官が発する令状がな
ければ逮捕されないこと

身体の自由は、個人の肉体的な行動の自由を保障するものです。そのため、警察などが国民を逮捕
する際には、司法権（裁判官）によるチェックを経た「令状」が必要であることを原則としていま
す。これにより、行政権による恣意的、あるいは不当な拘束から国民を守っています。その他の選
択肢は精神の自由や経済活動の自由に関わる内容です。

問6 答え 1
法の下の平等

日本国憲法第14条は、民主主義の根本原則として、人種や性別、社会的身分といった本人の努力で
は変えられない属性や、個人の信念を理由とした不当な差別を禁じています。これは「法を適用す
る基準が平等であること」だけでなく、「法の内容そのものが平等でなければならないこと」を意
味しています。

問7 答え 1
行政機関がその活動について国民への説
明責任を果たし、公正で民主的な政治を
実現するため

情報公開法は、行政が何を根拠にどのような決定をしたのかを国民が確認できるようにすること
で、行政の適正さを確保することを目的としています。個人の情報を守る「個人情報保護法」や、
国の安全に関する機密を守る「特定秘密保護法」とは、制度の目的が根本的に異なります。

問8 答え 1
一票の格差

法の下の平等は、政治に参加する権利においても適用されます。居住地域によって、1票が議員の
当選に与える影響力の重さに大きな差がある「一票の格差」は、有権者の平等な権利を侵害するも
のとして、最高裁判所で「違憲状態」などの判決が出されることがあります。

問9 答え 1
環境権 ― 快適な生活環境を求める権利
としての日照権

環境権は、公害のない環境や、良好な景観・日当たりを享受する権利の総称です。日照権は、住宅
の採光を確保することで健康的な生活を送るという環境権の代表的な具体例です。一方、肖像権や
アクセス権なども新しい人権に含まれますが、これらはプライバシーや表現の自由に関連する権利
であり、環境権には分類されません。

問10 答え 1
人種、信条、性別、社会的身分、門地

憲法第14条第1項では、差別されないための具体的な理由として、人種、信条（宗教上の信仰や思
想）、性別、社会的身分、門地（家柄）の5つを列挙しています。これらによって政治的、経済
的、または社会的関係において差別されることを厳格に禁じ、個人の尊厳を保障しています。


